
横浜水道
１３０年史



　日本初の近代水道が横浜で創設され、1887（明治20）年10月17日に給水を開
始してから2017（平成29）年で130年を迎えました。この130年の歩みに貢献され、
繁栄を築き上げてきた先人諸賢に、心から敬意を表します。また、本市水道事業
に御理解と御協力をいただいている市民の皆様、道志村などの水源地の皆様をは
じめ、関係者の皆様に改めて厚く御礼申し上げます。
　横浜は、かつては戸数100戸あまりの半農半漁の村でした。1859（安政6）年、
徳川幕府に開港場として定められると、日本の近代化の窓口として栄え、瞬く間
に日本中から進取の気風を持つ人々が集まり、近代都市への道を歩み始めました。
開港当時、衛生的な水が確保できず、伝染病に悩まされていた横浜では、英国人
パーマーらが手がけた近代水道によって衛生環境が大きく改善し、「黄金の水」
と称されたその水は、文化的な生活や産業活動の発展に利用されるようになりま
した。その後、関東大震災や第二次世界大戦などにより、水道施設は壊滅的な打
撃を受けましたが、その度に見事に復興を遂げ、市域の拡大を重ねながら、高度
経済成長期には市内の人口は爆発的に増加していきました。水需要の増加に対応
するために、度重なる拡張工事を重ね、130年もの永きにわたり市民の皆様に良
質な水を届け続けています。
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　現在では、みなとみらい地区をはじめ、市内に世界中から多くの企業が集まり、
観光客でにぎわいを見せるまちへと姿を変えました。そして、「国際都市横浜」
として、人口374万人を超える世界でも有数の大都市となりました。また、我が
国の水道のパイオニアとして培ってきた技術や経験を生かして、海外の水道事業
体への支援など国際貢献にも取り組んでいます。
　今日の横浜があるのは、まさに先人達の数々の困難に対する挑戦と努力の賜物
です。そして、この輝かしい歴史を持つ横浜の発展を社会基盤として支えた水道
の功績は計り知れません。
　時代は平成から令和に変わり、人口減少社会の到来や都市インフラの老朽化な
ど、本市を取り巻く環境が年々厳しくなっています。また、地震や豪雨などに備
える災害対策の重要性も高まってきているなか、本市は「横浜らしさを発揮しな
がら誰もが生き生きと暮らせる魅力あふれる都市」の実現に向けて取り組んでい
ます。水道はその根幹をなす重要な基盤施設であり、一層強靭なものにしていか
なければなりません。これからも市民の皆様に「安心で良質な水」をお届けでき
るよう、更に力を尽くしていく決意です。
　今後とも、横浜水道への御理解・御支援を賜りますよう、お願い申し上げます。



　横浜水道が給水開始から130周年を迎え、このたび130年史が発刊されました
ことを、横浜市会を代表いたしまして、心からお祝い申し上げます。
　本市の水道は、半農半漁を営む小さな横浜村が、西洋列強の東洋進出と江戸幕
府の崩壊という激動の時代に開港し、近代都市としての歩みを進める中、1887
（明治20）年10月に我が国最初の近代水道として創設されました。その後、関東
大震災や第二次世界大戦などの災禍に見舞われながらも、急増する水需要に対応
するため、８回に及ぶ拡張工事を経て、宮ケ瀬ダムの稼働により横浜市民への安
定給水を実現させました。
　これまでの先人の不断の努力と不撓不屈の精神に対しまして、改めて深く敬意
を表します。
　平成に入りますと、高度経済成長期に拡張した水道施設の老朽化に伴い、施設
更新の重要性が高まる一方、景気の低迷や節水機器の普及がもたらす水道料金の
収入減少が続き、水道事業を取り巻く経営環境は年々厳しくなってまいりました。
また、近年では2011（平成23）年に発生した東日本大震災や、2016（平成28）
年に発生した熊本地震などのような大規模災害に対して、水道というライフライ
ンをどのように守り、継続させていくのか、災害対策の充実が求められるように
なりました。
　こうした情勢において、本市水道では持続可能な水道事業経営を目指し、水道

 横浜市会議長

横山正人

発刊を祝って



メーター検針業務等の民間委託化などの経営改革を進め、経営の効率化と経営基
盤の強化に取り組んでまいりました。さらに、2010（平成22）年には、横浜
ウォーター株式会社を設立し、横浜水道が培ってきた技術と経験を、国内外への
貢献に生かしながら利益を上げていく仕組みづくりにも取り組んでおります。
　施設整備の面では、経営基盤の強化によって得られた財源を投資し、水道施設
の更新・耐震化を計画的に進めており、管路については更新ペースを上げて、年
間110kmの老朽管を地震に強い耐震管に取り替えています。また、民間資金を活
用して、川井浄水場を日本最大級の膜ろ過方式の浄水場に更新し、環境にやさし
く、災害にも強い水道づくりに取り組みました。現在は、西谷浄水場の再整備に
向けた検討も進んでおります。
　これからの水道事業は、安定した経営基盤のもと、人口減少、老朽管の更新や
施設の耐震化、後世への技術継承など多くの課題に的確に対応し、市民の皆様が
安心して暮らせるよう、ライフラインをより良い形で継続することが求められま
す。
　横浜市会といたしましても、市民の皆様の御理解、御協力を賜りながら、市民
生活の安全・安心の基礎となる水道事業の一層の発展に向けて、引き続き、全力
で取り組んでいくことを申し上げ、発刊に当たってのお祝いの言葉といたします。



　このたび、市民の皆さまや先人の知恵に支えられ、2017（平成29）年10月に
創設130周年を迎えることができました。
　日本初の近代水道である横浜水道の歴史は、相模川と道志川の合流地点の三井
（現在の相模原市緑区三井）を水源として、1887（明治20）年10月に給水を開始した
ときに始まりました。
　明治時代の横浜は、開港場となってから国際交流と貿易の中心地となり、さら
には西洋文明導入の拠点となって急速に近代化へ歩み出しましたが、その一方で
水不足や疫病の流行、大火事の発生に悩まされていました。これら諸問題の解決
のため、日本で初めての試みとして、ヨーロッパの先進技術を取り入れ、本格的
な水道を創設しました。完成後、他都市においても近代水道が相次いで建設され
ましたが、日本の近代水道発展において、横浜の果たした役割は非常に大きいも
のでした。
　その後、関東大震災や第二次世界大戦による壊滅的な打撃からの復興に加え、
上水道は８回、工業用水道は２回にわたる施設の拡張を行い、市域の拡大や経済
の発展に伴って増大する水需要に対応してまいりました。
　2001（平成13）年の宮ケ瀬ダムの稼働により、将来にわたって安定給水を継
続できる水源と施設が整い、拡張時代に整備した施設の「維持管理」を中心とす
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る時代を迎えました。現在は、老朽化した施設の更新や大規模地震に備えた耐震
化、水需要の減少に伴う施設規模の適正化など「更新・再構築」の重要性が高
まっています。
　日本は世界でも最も高い水準の水道が実現している国の一つですが、人口減少
局面に入り、各事業体は大変厳しい経営環境にあります。横浜市も近い将来、人
口減少が見込まれており例外ではありません。こうした厳しい経営環境のもとに
あっても、横浜水道はこれからも暮らしとまちの未来を支えるため、市内3つの
浄水場や約9,300kmある水道管など施設の維持管理や更新を適切に行い、24時間
365日安全で良質な水を安定してお客さまにお届けします。さらには、大規模水
道事業体として、被災地や中小規模の水道事業体への支援、国際的な水問題への
対応など国内外の水道事業への貢献にも積極的に取り組んでまいります。そして、
この世界に誇る横浜水道を将来の横浜市民に確実に引き継いでいきます。
　今回の130年史は創設100年の後の1988（昭和63）年から2017（平成29）年ま
での出来事を中心に構成いたしました。市民の皆さまに水道に対する関心をより
深めていただき、水の大切さをご理解いただく一助となれば幸いに存じます。
　今後とも、市民の皆さま並びに水道事業関係者の皆さまのより一層のご理解と
ご支援をよろしくお願い申し上げます。
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凡　例

１　本書の対象期間は1887（明治20）年の近代水道創設から2017（平成29）年までの130
年であるが、創設から100年の本文については1987（昭和62）年に刊行した『横浜水道
百年の歩み』を要約して作成し、その後の30年間を主たる対象として編集した。なお、
重要度の高い事項、本文の流れから逸することができないと判断した事項については、
2019年９月まで記述した。

２　資料編は、上記の『横浜水道百年の歩み』資料編の掲載期間が1986（昭和61）年度
までであるため、財務諸表・年表等については1987年度以降を対象期間としたが、事
業統計等は可能な限り130年の内容を掲載した。なお、1986年度以前の資料の出典は原
則として『横浜水道百年の歩み』である。

３　会社名・団体名等は原則として法人格を省略し、記載時点の名称によった。
４　人名は原則として敬称を省略し、役職は記載時点のものによった。また、地名等も記

載時点の名称によった。
５　表記は原則として引用文も含めて新字・新かなを用いた。なお、固有名詞と熟語につ

いては常用外の漢字も用いた。
６　本文記載の数値は主として概数とし、原則として「約」を省略した。また、数表の値

は単位未満四捨五入とし、数表中単位未満は０、無は―、マイナスは▲、不詳は…で表
した。

７　本書の「現在」の時点は原則として2019（令和元）年９月末現在とした。
８　本書を構成するにあたっては時期区分して章を立て、各章の扉におよその対象時期を

示したが、内容によってはまとめて記載したものもあり、厳密な区分とはしていない。



はじめに  —  1

　横浜水道は、2017（平成29）年に創設130周年を迎えた。こ
の「横浜水道130年史」は、その記念事業の一つとして同年から
編集に着手し、３年間の作業を経てここに発行するものである。
　本書では、開港から近代水道創設100年までの横浜の発展と
水道拡張の歩みにふれつつ、「横浜水道百年の歩み」（1987年刊）
以降の30年間の歴史に比重を置いて、その間の施策・事業とそ
の背景を記した。1988（昭和63）年度からの30年間の歩みにつ
いては、この期間の水道事業の重点課題の変化に応じて時期区
分を行い、この時期区分ごとに事業全体の動きを取りまとめた。
　この30年間の横浜水道は、大きく1988年度から2001年度まで
と2002年度から2017年度までの２つの時期に区分することがで
きる。
　1988年度から2001年度までの時期には、1970年代から始まっ
た宮ケ瀬ダム建設を推進し、その受け入れ体制として送配水体
制を整備することを大きな課題としていた。宮ケ瀬ダムは2000
年に完成し、2001年から本格運用が始まって安定的給水体制の
確立に貢献した。これが一つの画期である。またこの時期には、
多量使用者の使用水量が伸び悩むなどの需要構造の変化により
大きな収入増が見込めなくなるとともに、維持管理費や受水費
用の増加、拡張期に建設した施設の更新、災害対策費用の増加
などにより財政状況が悪化したことから、二度にわたって料金
改定を行い、財政の健全化に取り組んだ。
　2002年度から2017年度までの時期には人口増加が一段と鈍化
し、2019年には人口がピークを迎えて、その後減少に転じる見
込みとなった。使用水量は節水機器の普及などにより人口より
早く減少に転じ、また少量使用者が増加するなど需要構造が変
化し、料金収入は使用水量以上の割合で減少した。そうしたな
か、この時期には拡張期に建設した施設の老朽化が課題となり、
その更新に計画的に対応し、施設規模の適正化を進めた。
　このように事業の重点課題は、拡張から維持管理と経営に移
り、さらに施設の再構築と持続可能な経営を推進することにシ
フトした。このため、直営中心だった業務執行体制の見直しを
一層進め、民間委託化や簡素で効率的な組織機構への再編成を
行うとともに、お客さまニーズを的確に把握し、お客さま満足
度の向上に取り組むことが重要になった。
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2  —  はじめに

　この間、2011年に発生した東日本大震災では、改めて施設の
耐震性強化と災害対策の重要性を再認識させられた。これを受
けて、事業運営のパートナーである市内中小企業などとの関係
強化を図るとともに、新たに設立した横浜ウォーターとも連携
した国内外での社会貢献を施策の柱に位置づけた。
　130年史の章立てにあたっては、横浜の開港から水道創設100
年までを第１章「近代水道の創設と大都市横浜の発展を支えた
水道拡張」とし、その後の30年間は、上記の時期区分に基づい
て、その前半部分である1988年度から2001年度までを第２章

「安定給水体制の確立と財政健全化」とした。
　2002年度から2017年度までの後半は、その全体が施設の再構
築と持続可能な経営を目指した連続性の強い時期であるが、横
浜ウォーターの設立と東日本大震災の発生の時期で章を分け、
2002年度から2009年度までの時期を第３章、2010年度から2017
年度までを第４章とした。
　2002年度から2009年度までの時期である第３章は、主として

「経営改革とお客さま満足の追求」に局を挙げて取り組んだ時
期であった。東日本大震災が発生した2010年度から2017年度ま
での時期が第４章であり、経営改革とお客さま満足度の追求を
継続しつつ、災害対策の充実と国内外での社会貢献を目指し、

「安心と信頼の水道経営の推進」を事業運営の課題として取り
組み始めた時期となっている。
　最後に終章として、2018年度以降の状況と課題を踏まえ、「横
浜水道の現在と将来構想」についてまとめた。この中では、横
浜水道の将来を見据えて行っている水道料金等のあり方に関す
る検討や西谷浄水場の再整備事業などの主要な取り組みについ
ても記述した。
　なお、130年史を親しみのあるものとするために、本文の流
れとは別に、一つの取り組みや出来事について主観的要素も織
り交ぜながら記述し、コラムとして時代ごとに掲載した。
　本書は、横浜水道が培ってきた知識・技術を次代に継承し、
今後の事業運営に生かすとともに、水道に関心のある市民、市
会、他都市その他関係者に横浜水道への理解を深めていただく
ことを目的として編集した。その役割が果たせていれば幸いで
ある。
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